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建設現場はリスクの高い作業環境や作業内容が多いため，作業者自らが安全教育や安全活動によって現場のリ

スクを学習し，労働災害防止のために努力をする必要がある．このような状況から，著者らは平成 24 年度から基

盤的研究において，低層住宅建築現場を対象としてタブレット端末を用いた危険予知のための安全教材を作成し，

教育内容の理解の観点から教育訓練効果を検討してきた．しかし，実際の現場での危険認知能力が高まるかなど

別の指標での教育訓練効果の検討も必要であった．そこで，本研究では，危険認知能力とその自己評価に着目し，

安全教材の訓練効果の検証を行った．その結果，危険認知能力が向上することや自己評価が安全側へ変化するこ

とが確認できた．さらに，作成した安全教材を現実の作業者訓練に導入するために，教材の提供方法，管理者に

よる履歴や成績の管理方法など，実用的な課題もあわせて検討し，管理用の Web システムの構築を試みた．  
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1 はじめに 

建設業は高所作業や仮設状態での作業など災害リスク

の高い作業環境が多いこと，作業の進捗に伴い，新たな

リスクが生じる可能性が高いこと，使用する電動工具や

用具の安全性が作業者の作業方法に依存することなどの

特徴があり，安全活動に参加したり，安全教育を受けた

りすることにより，作業者自らが現場のリスクを学習し，

安全意識を高めて，労働災害防止のために努力をするこ

とが重要となる． 

 建設現場では安全活動として危険予知活動が一般的に

普及し，日常的に行われている．危険予知活動は作業開

始前に少人数のグループに分かれて，その日の作業の危

険なポイントを指摘し，それが発生した場合の対処方法

を考えるという方法が一般的である．この活動によって，

作業に潜む危険を抽出するとともに，危険認知能力が向

上することも期待できる． 

 建設現場の中で，低層住宅建築現場においても危険予

知活動は安全活動として導入されている．しかし，低層

住宅建築現場はその特徴から，危険予知活動を実施する

場合にいくつかの課題がある． 

 

2 低層住宅建築現場における危険予知活動の課題とそ

の対応 

低層住宅建築現場の特徴として，小規模な現場であり，

作業者が一人作業を行う場合もあるため，作業開始前に

危険予知活動が実施されづらいことが挙げられる．また，

現場が各所に点在する上，現場の安全管理担当者が一人

で複数箇所の現場を管理することが多いため，各現場で

の危険予知活動の実施状況を把握するのが難しいことも

指摘できる．このようなことから，低層住宅建築現場に

おいて，作業者が一人でも安全活動を実施でき，さらに，

安全管理担当者が遠隔から安全活動の実施状況を把握で

きるような安全教材の開発が必要だと考えられた． 

 著者らは平成 24 年度から基盤的研究において，低層

住宅建築現場を対象とし，タブレット端末を用いて作業

者が一人でも現場のリスクを学習することのできる安全

教材を作成し，訓練効果について検討を行った 1）．この

教材の 1 試行を図 1 に示す．まず，作業状況を文章で提

示した後，作業場面の画像を 4 枚同時に提示した（図

1(a)）．このとき，4 枚の画像のうち 1 枚の画像に危険要

因が含まれ，作業者が 4 枚の画像の中から危険要因を含

む画像を見つけてタップすると，正誤と解説が表示され

た（図 1(b)）．同時に，教育訓練を実施した受講者の情

報，正誤，反応時間などのデータは，インターネットを

経由してサーバーに自動的に送信された 2）．教材に含め

たシナリオは，低層住宅建築現場で労働災害が多発して

いる 4 作業（足場上の作業，脚立の作業，電動丸のこの

作業，自動釘打ち機の作業）3）で，8 つの危険要因（8

場面）を 1 セットとして作成した．作業者は，各シナリ
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(a) 問題       (b) 正誤と解説 

図 1 作成した安全教材 
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オによる教育訓練を複数回繰り返して実施することによ

り，現場の危険要因を学習する仕組みであった．  

基盤的研究では 70 名の建設作業者を対象とし，この

教材による教育訓練の効果を年齢間で比較した 1）．その

結果，すべての年齢層において，この教材による教育訓

練を繰り返し実施することにより，正答率の上昇や判断

時間の短縮が認められた．これらのことから，教育内容

の理解の観点からこの教材に教育訓練効果のあることが

認められた．しかし，安全教育として実際の現場での危

険認知能力が高まるかなど別の指標での教育訓練効果の

検討も必要だと考えられた． 

そこで，本研究では教材による教育訓練により，実際

の現場のリスクを発見する能力である危険認知能力が向

上するかどうかについて検討する必要があると考えられ

た． 

また，安全教育が盛んに行われている交通分野では，

自己の運転技能や危険認知能力の評価が，その後のリス

クを敢行するか，回避するかについての認知や行動へ影

響を及ぼすことが示されている 4-6）．一方で，教育訓練

などの介入によって自己の運転技術や危険認知能力を認

識することで，運転技能 7, 8），危険認知能力 9），事故遭

遇可能性 10）の自己評価を安全側に変化させることが示

されており，リスクを回避する認知や行動へ導くことが

期待できる．そのため，危険認知能力に関する自己評価

についても検討する必要があると考えられた． 

これらのことから，本研究では，教育訓練の効果の指

標として，危険認知能力に加え，危険認知能力に関する

自己評価を検討することを目的とした．なお，実験は既

存の危険予知トレーニング（以下，KYT）とタブレット

端末による KYT（以下，タブレット端末式 KY）を比較

することにより，教育訓練効果を検討した 11, 12）． 

 

3 安全教材の訓練効果の検証 11, 12） 

1) 目的 

危険認知能力とその自己評価を指標として，教材の教

育訓練効果を実験的に検討することを目的とした．なお，

実験は既存の KYT とタブレット端末式 KY を比較する

ことにより，教育訓練効果を検討した． 

2) 方法 

実験は実験参加者にタブレット端末式 KY もしくは既

存の KY を実施してもらい，その前後で，危険予知テス

トと自己評価アンケートを実施して，危険認知能力とそ

の自己評価の変化を検討した． 

危険予知テストは低層住宅建築現場を題材とし，労働

災害の多い 4 作業（外部足場上の作業，脚立の作業，電

動丸のこの作業，自動釘打ち機の作業）を中心に，不安

全状態や不安全行動を含む場面を静止画で 4 場面作成し，

20 項目の危険要因を含めた（図 2）．実験参加者に，A4

のコピー用紙に印刷したものを提示し，危険箇所にマジ

ックペンで丸印を付けてもらった後，何が危ないか（危

険要因），どんなことが起きそうか（発生事象）について

回答用紙に記入してもらった． 

自己評価アンケートは，普段の危険認知度を自己評価

するため，不安全状態を見つけられているか（不安全状

態の認知），不安全行動をわかっているか（不安全行動の

認知），不安全行動をとっているか（不安全行動の敢行），

危険予知を適切にできているか（危険予知の適切性）の

4 項目を設定し，「全くそう思わない」から「非常にそう

思う」までの 7 段階で回答してもらった． 

KYT は，先述のとおり，既存の KYT とタブレット端

末式 KY の教育訓練効果を比較した．既存の KYT とし

て，作業者が一人で実施できること，現場で実際に利用

されていることから，自問自答による KYT（自問自答

KY）を設定した．自問自答 KY は，ハウスメーカーの労

務安全管理担当者 1 名の助言を参考とし，危険予知テス

トに含まれる危険要因と発生事象をすべて想起できるも

のを 12 項目選定した（例えば，「墜落しないか，転落し

ないか？」，「落ちてこないか，倒れてこないか？」）．実

験参加者に，普段の作業の様子を思い出しながらこれら

の文章を 15 分間音読し，危険予知をしてもらった．タ

ブレット端末式 KY は，外部足場上の作業，脚立の作業，

電動丸のこの作業，自動釘打ち機の作業の 4 種類のシナ

リオ 1 セットを 2 回ずつ教育訓練として実施してもらっ

た．なお，タブレット端末式 KY は，危険要因の正誤と

解説により，学習すべき危険要因が提示されるが，自問

自答 KY は学習すべき危険要因は提示されず，各 KYT

は特徴が異なった． 

実験参加者は，経験の浅い建築技術専門校訓練生 34

名（すべて男性，年齢 18.6±0.5 歳）で，実習を含む建

設作業技術の指導を 6 ヶ月間受けていた．タブレット端

末式 KY 群 20 名と自問自答 KY 群 14 名に無作為に分け

た． 

場面 A         場面 B 

場面 C         場面 D 

図 2 危険予知テスト 
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実験は図 3 のような手順で実施した．実験内容の説明

をした後（図 3①），普段の危険認知に関する自己評価ア

ンケートを実施した（図 3②）．次に，1 回目の危険予知

テストを実施した（図 3③）．危険予知テストは，練習試

行 1 場面を実施した後，本試行として 4 場面を 1 場面ず

つランダムに実施した．実験参加者は，提示された場面

について危険要因と発生事象をすべて指摘したら，次の

場面へ進んだ．このとき，1 場面ごとに回答の自信度を

「全く自信がない」から「非常に自信がある」までの 7

段階で評価してもらった（図 3③）．さらに，自問自答

KY あるいはタブレット端末式 KY を実施した（図 3④，

⑤）．その後，2 回目の危険予知テストを実施した（図 3

⑥）．2 回目の危険予知テストは 1 回目と同一のものを用

い，実験参加者は，危険要因と発生事象を新たに見つけ

た場合に回答を加筆した．最後に，再度普段の危険認知

に関する自己評価アンケートを実施した（図 3⑦）． 

3) 結果 

まず，危険予知テストの危険要因と発生事象の正解数

について，それぞれ KY 前後と KY 種類で比較をした．

分析には，危険予知テスト 4 場面の危険要因の正解数の

合計と発生事象の正解数の合計を用いた．その結果を図

4 に示す． 

危険要因の正解数について比較した結果，タブレット

端末式 KY 群のみ KY 実施後に正解数が有意に増加し，

タブレット端末式 KY 群の KY 実施後の正解数は，自問

自答 KY 群よりも有意に多かった． 

発生事象の正解数についても比較した結果，タブレッ

ト端末式KY群のみKY実施後に正解数が有意に増加し，

タブレット端末式 KY 群の KY 実施後の正解数は，自問

自答 KY 群よりも有意に多かった． 

危険予知テストの回答の自信度について， KY 前後と

KY 種類で比較をした．回答の自信度は，危険予知テス

ト 4 場面の平均値を分析に用いた．その結果を図 5 に示

す．回答の自信度について比較した結果，どちらの KY

群も KY 実施後に有意に上昇した．以上のように，危険

予知テストの正解数はタブレット端末式 KY 群のみ KY

後に増加し，自問自答 KY 群は増加しなかったが，回答

の自信度はどちらの KY 群も KY 実施後に有意に上昇し

た． 

次に，危険認知に関する自己評価 4 項目について， KY

前後と KY 種類で比較した．なお，タブレット端末式

KY 群の実験参加者 1 名が，KY 実施後に危険認知の自

己評価について回答しなかったため，この 1 名のデータ

を分析から除外した．その結果を図 6 に示す． 

 危険認知に関する自己評価 4 項目について比較した結

果，不安全状態の認知と危険予知の適切性については，

有意な差はなかった．一方，不安全行動に関する自己評

価（不安全行動の認知と不安全行動の敢行）については，

どちらの KY 群も KY 実施後に「自分は不安全行動をわ

かっていなかった」，「自分は不安全行動をしていた」と

いうように，作業者の不安全行動に関する自己評価が変

化した． 

 

4 考察 

まず，危険予知テストの結果について考察する．タブ

レット端末式 KY 群は，KY 実施後に危険予知テストの

危険要因と発生事象の正解数が増加し，危険予知テスト

の回答の自信度も上昇した．これらのことから，タブレ

ット端末式 KY 群は，学習すべき危険要因が画像により

図 3 実験手順 

①実験内容，倫理的配慮の説明，実験参加の同意

②普段の危険認知に関する自己評価アンケート
（1回目）

③危険予知テスト（1回目）・
回答の自信度アンケート

④自問自答KY
（既存のKYT）

⑤タブレット端末式
KY

⑦普段の危険認知に関する自己評価アンケート
（2回目）

⑥危険予知テスト（2回目）・
回答の自信度アンケート
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図 4 危険予知テストの正解数の変化                の自信度 
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フィードバックされたために，それらを理解，想起しや

すくなり，加えて，回答の自信度も上昇したと推察され

る．一方，比較対象であった既存の自問自答 KY 群は，

KY 実施後に危険予知テストの危険要因と発生事象の正

解数が増加しなかった．これは，自問自答 KY に学習す

べき危険要因のフィードバックがなく，実験参加者の知

識以上の危険予知が十分にできなかったからだと考えら

れる．しかし， KY 実施後に危険予知テストの回答の自

信度が上昇したことから，自問自答 KY 群は，KYT をし

たことにより，十分に危険予知できたつもりになってし

まい，回答への自信を高めてしまったと考えられる． 

次に，自己評価アンケートの結果について考察する．

タブレット端末式 KY 群も自問自答 KY 群も，KY 実施

後に不安全行動に関する自己評価が有意に安全側に変化

した．このことから，タブレット端末式 KY 群は，危険

認知の結果と同様に，学習すべき危険要因がフィードバ

ックされたことにより，「自分は不安全行動をわかってい

なかった」，「不安全行動をしていた」という気づきがあ

り，自己評価が妥当な評価へ修正されたと考えられる．

一方で，自問自答 KY 群は，学習すべき危険要因がフィ

ードバックされず，十分な危険認知ができなかったにも

かかわらず，起こりそうな事故を考えるという行為によ

って，各自の不安全行動に対する何らかの気づきがあり，

自己評価が変化したと推察される． 

本研究では，既存の KYT である自問自答 KY とタブ

レット端末式 KY の教育訓練効果を比較し，タブレット

端末式 KY の教育訓練効果について検討した．その結果，

知識以上の危険予知ができない自問自答 KY よりも，正

解が提示されるタブレット端末式 KY のほうが，危険認

知能力や自己評価の観点から，教育訓練効果があること

が認められた．これは，実験参加者が経験の浅い作業者

であったことも影響していると考えられる．実際の現場

では，作業者のプロフィールによって教育内容を変える

ことはあまり行っていないが，作業者の経験に合わせた

KYT 手法を選択する必要があると言える． 

 

5 管理用 Web システムの構築と現場での実証実験 13） 

1) 目的 

以上の検討により，タブレット端末を用いた安全教材

による訓練効果を明らかにすることができたが，現実の

作業者訓練に導入するためには教材の提供方法，管理者

による成績の管理方法など，実用的な課題もあわせて検

討する必要がある．これらの課題について，管理用 Web

システム（端末との連携，ユーザー向け管理機能を含む）

を構築し，現場での実証実験により内容の検討を行った．  

2) 管理用 Web システムの構築 

 利用する組織の管理者がタブレット端末を登録し，登

録された端末が所定の教材を自動的に取得し，端末上で 

実施された訓練の結果を受信し，その結果を管理者が取

得するための諸機能を実現した．これらの機能はサーバ

ー上で稼働するアプリケーション，いわゆる「Web シス

テム」の形で実装した（図 7）． 

3) 端末との連携 

利用する組織の管理者が管理用 Web システムを利用

してタブレット端末を登録すると（図 8(a)），登録され

た端末に所定の教材が自動的にダウンロードされる．ま

た，端末上で実施された訓練結果は即時に管理用 Web

システムに送信され，同システム上のデータベースに保

存される． 

4) ユーザー向け管理機能 

管理用 Web システムの機能のうち「結果表示」およ

び「端末管理」機能は，利用者の属する組織ごとに所定

の管理者のみが閲覧できる形で実装した（図 8(b)）．  

5) 現場での実証実験 

1

2

3

4

5

6

7

自問自答KY タブレット

端末式KY

不
安

全
状

態
の
認
知

KY前

KY後

1

2

3

4

5

6

7

自問自答KY タブレット

端末式KY

不
安

全
行

動
の
認
知

KY前

KY後

** **

1

2

3

4

5

6

7

自問自答KY タブレット

端末式KY

不
安

全
行

動
の
敢
行

KY前

KY後

*** ***

1

2

3

4

5

6

7

自問自答KY タブレット

端末式KY

危
険

予
知
の
適

切
性

KY前

KY後

**: p<0.01, ***: p<0.001

(a) 不安全状態の認知     (b) 不安全行動の認知    (c) 不安全行動の敢行    (d) 危険予知の適切性 

図 6 危険認知に関する自己評価の変化 

 

図 7 管理用 Web システム 
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タブレット端末を用いた安全教材の訓練効果と安全管理への応用―低層住宅建築現場を対象として― 

上記により構築した管理用 Web システムのうち，利

用者組織の管理者向け機能を「管理サイト」として利用

者に開示することにより実証実験を行った．実際の建築

現場作業者に教材を利用してもらい，管理者に管理サイ

ト機能を試用してもらった結果を聞き取りなどにより収

集し，検討を行った（図 9）． 

 

6 まとめ 

本研究は，平成 24 年度から基盤的研究において作成

した安全教材について，危険認知とそれに関する自己評

価に着目し，教育訓練効果を実験的に検討した．その結

果，危険認知とその自己評価において訓練効果が認めら

れ，安全教材による教育訓練により，危険認知能力が向

上することや自己評価が安全側へ変化することが示唆さ

れた． 

さらに，現実の作業者訓練に導入するために，教材の

提供方法，管理者による成績の管理方法など，実用的な

課題もあわせて検討し，管理用 Web システムを構築した． 

 本研究は，低層住宅建築現場を対象としたが，作成し

た安全教材は 4 分割で画像を提示するという単純な仕組

みであり，他分野での応用が可能である．そのため，今

後は様々な分野での労働災害防止に安全教材を活用して

いきたい． 
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